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首都圏広域災害時における業務継続体制の強化について 

 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（取締役社長 和地
わ ち

薫
かおる

）は、従来より本社（東京）の

代替としてバックアップオフィス（東京）を設置し、また、首都圏広域災害を含む大規模災害等

発生時の業務継続を目的として平成25年5月には大阪事務センターを設立いたしました。 

本年11月14日より大阪事務センターで取り扱う業務を拡大し、被災時の業務継続体制を強化い

たします。 

 

１． 当社の業務継続体制 

 お客様の大切な資産を管理する当社は、災害時の業務継続体制の高度化を経営の重要課題

と位置づけ、資産管理専門信託銀行としての社会的責任を意識した業務継続体制の整備を

進めて参りました。 

 

平成15年12月  オフサイトバックアップオフィスの構築 

平成16年 5月 決済系業務システムのバックアップセンター構築 

平成17年 7月 ホストシステムバックアップセンター構築 

平成18年 7月 銀行業務・経理システムバックアップサイト構築 

平成25年 5月  大阪事務センターを設立 

平成25年 9月 バックアップシステムセンター（愛知）構築 

 

 

 お客様の資産データを管理するシステムおよび対外的な決済等を管理するシステムは、共

に正副のホットスタンバイ体制を整えております。また、バックアップシステムセンター

を設置し、メインシステムセンターに災害等があった場合にも業務運営を継続することが

可能となっております。 

 

 あわせて、事務体制についても、東日本大震災以降、首都圏広域災害等の発生を想定し、

大阪事務センターを設立しています。 
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